情報公開法改正に向けて by 渋谷 秀樹 et al.
 
情報公開法改正に向けて
渋 谷 秀 樹
 




Ⅰ は じ め に
「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（以下，「情報公開法」という）
は，1999 年に制定され 2001 年より施行された。しかし，当初から指摘されて
いた不備を修正し，10 年間にわたる運用に照らしてあぶりだされた欠陥を改






そして，この答申を受けて，内閣府は改正作業を進め，2011 年 4 月 22 日，
内閣は，「行政機関の保有する情報の公開に関する法律等の一部を改正する法
律案」を閣議決定（閣法第 60 号）して，第 177 国会にこの改正法案2)を提出し
61
） http://www.cao.go.jp/sasshin/shokuin/joho-kokai/pdf/fin/fin_docu_04-01.pdf 参照。
た。ところが，この法案は，内閣と国会が，おりしも同年 3 月 11 日に発生し
た東日本大震災の対応に追われた結果，十分な審議が行われないまま，2012
年 11 月 18 日，衆議院解散に伴い，審議未了・廃案となってしまった。








その後，2012 年 12 月，政権は，民主党から自由民主党・公明党に交代した。
この政権は，情報公開法改正ではなく，民主党政権下で日の目をみなかった
「秘密保全法案」のみに関心を示し，この法案をベースにして，2013 年 12 月，
「特定秘密保護法」（正式な名称は「特定秘密の保護に関する法律」）を成立させた














意義」信濃毎日新聞 2011 年 6 月 8 日朝刊参照。なお，行政法学の視点からみた意義につ
いては，橋本博之「『知る権利』を基軸とする情報公開法制に向けて」自由と正義 61巻
9 号 52頁（2010 年），行政刷新会議の事務局担当者の視点からみた意義については，島




























巻 9 号 44頁（2010 年）である。本稿は，この意見書に若干の修正を施し，脚注を付し
たものである。




























） 最大判平成元年 3月 8日民集 43巻 2 号 89頁。
	） 最大決昭和 44 年 11 月 26 日刑集 23巻 11 号 1490頁。



























点 299頁〔第 2版，2009 年〕〔巻美矢紀執筆〕）。すなわち，「ベースラインとは，当該社
会の制度イメージに立脚した法律家集団の共通了解としての標準的な制度形態のことで
あり，そこから乖離する場合は必要性と合理性が求められる」とされる（安西文雄ほ




























































































































































































































































 憲法 82 条 2 項但書きとの関係をどのように理解するのか
⑴ 絶対的公開
上記の解釈技法をもちいて，情報公開訴訟の一部を非公開にできるとしても，
憲法 82条 2項但書きにある「憲法第 3章で保障する国民の権利が問題となつ
てゐる事件の対審は，常にこれを公開しなければならない」とする条項との関
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13） なお，最判平成 17 年 4 月 17 日刑集 59巻 3 号 259頁は，①証人尋問の際の遮へい措置








































れた情報公開法の改正案が，2012 年 12 月の自由民主党と公明党の政権復帰の
結果，頓挫した点にある。この政権は，政府機関保有情報の開示原則の推進を
志向する情報公開法の改正には関心を示さず，政府機関保有情報の非開示領域
（外交・防衛・治安関連情報）を確保する特定秘密保護法の制定を急いだ。日本
における民主主義の定着と成熟をめざすために，情報公開の推進は，必須の前
提要件である。講学上は常識となった表現の自由（情報の自由）のもつ自己統
治の価値が，統治活動の実践の場で現実化する日は果たして来るのであろうか。
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